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令
和
七
年
十
月
十
六
日
初
校

特
集
②

市税市税
2,3322,332

（（2,2932,293））

国庫支出金国庫支出金
1,3031,303

（（1,2861,286））

市債市債
542（542（536536））

県支出金県支出金
  312(  312(303303））

その他その他
772772

（610）（610）

総額総額
6,2716,271

（（5,9485,948））

特
集
②

特集②　仙台市の財政状況―令和６年度決算から

仙台市政だより　令和７年（2025年） 11月号 仙台市政だより　令和７年（2025年） 11月号

単位：億円単位：億円
（　）内は令和５年度の金額（　）内は令和５年度の金額

歳出（支出）

健康福祉費健康福祉費
2,4682,468

（（2,4302,430））

教育費教育費
1,0551,055

（961）（961）

土木費土木費
613（613（553553））

公債費公債費
598（598（594594））

環境費環境費
196（196（169169））

総額総額
6,1906,190

（（5,8625,862））

健
全
化
判
断
比
率
と
経
常
収

支
比
率
か
ら
見
る
財
政
状
況

　
地
方
自
治
体
の
「
赤
字
」
や
「
将
来

負
担
」
な
ど
を
把
握
し
、
健
全
化
へ
向

け
た
取
り
組
み
が
必
要
か
を
判
断
す
る

た
め
の
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比

率
」（
表
１
）
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、

４
つ
の
財
政
指
標
で
構
成
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
令
和
６
年
度
決
算
に
基
づ
く
本
市
の

健
全
化
判
断
比
率
は
、
い
ず
れ
も
国
の

定
め
る
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て

お
り
、
お
お
む
ね
適
正
な
水
準
に
あ
る

と
い
え
ま
す
。

　
一
方
、
財
政
の
硬
直
度
を
示
す
指
標

と
し
て
「
経
常
収
支
比
率
」
が
あ
り
ま

す
。
こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
政
策
的
な

経
費
に
回
す
財
源
が
少
な
く
な
り
、
財

表１　健全化判断比率

財政指標 令和６年度
決算

早期健全化
基準

実質赤字比率
（一般会計などの赤字を示す指標）

赤字なし
〔赤字なし〕 11.25％

連結実質赤字比率
（全会計の赤字を示す指標）

赤字なし
〔赤字なし〕 16.25％

実質公債費比率
（借入金の返済費用の割合を示す
指標）

4.9％
〔6.1％〕 25％

将来負担比率
（一般会計などが将来負担すべき
負債の割合を示す指標）

44.6％
〔52.3％〕 400％

〔　〕内は令和５年度決算の値

土地の評価替えや家屋の
新増築などによる固定資
産税・都市計画税の増加
などにより、前年度から
39億円増加

物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金の増加
などにより、前年度から
17億円増加

施設型給付費や衛生研究所施
設整備費の増加などにより、
前年度から38億円増加

小・中学校校舎の新増改築費の増加などに
より、前年度から94億円増加

　小・中学校校舎の新増改築費の増加や定額減税補足給付金などにより、
支出総額は令和５年度から328億円増加し、6,190億円となりました。

健康
福祉費

●生活保護：330億円
●介護給付・訓練等給付：246
　億円
●施設型給付：201億円

教育費 ●学校建設：100億円
●学校維持修繕：54億円

土木費
●道路維持：105億円
●道路新設改良：72億円
●住宅建設：50億円

総務費
●定額減税補足給付金：76億円
●公共施設保全整備基金積立：
　29億円

経済費
●中小企業融資預託金：172億
　円
●企業立地促進：８億円

令和６年度の主な事業

歳入（収入）
　固定資産税・都市計画税などの市税や地方交付税の増加などにより、
収入総額は令和５年度から323億円増加し、6,271億円となりました。

諸収入諸収入
327（327（318318））

地方消費税交付金地方消費税交付金
302（285）302（285）

こ
の
特
集
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

は
、
財
政
企
画
課
☎
214
・
8
1
1
1
、
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仙台市の財政状況仙台市の財政状況
―令和６年度決算から―令和６年度決算から

　令和６年度決算が市議会で認定されました。決算は、　令和６年度決算が市議会で認定されました。決算は、
１年間の市の収入や支出の実績をまとめたものです。１年間の市の収入や支出の実績をまとめたものです。
　市の会計は、一般会計・特別会計・企業会計の３種類　市の会計は、一般会計・特別会計・企業会計の３種類
に分かれていますが、ここでは、市の基本的な行政サーに分かれていますが、ここでは、市の基本的な行政サー
ビスに関わる一般会計の決算についてお知らせします。ビスに関わる一般会計の決算についてお知らせします。

総務費総務費
498（498（414414））

市
債
（
借
入
金
）
の
残
高

　
一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
臨
時
財

政
対
策
債
※
以
外
の
残
高
が
、
衛
生
研

究
所
施
設
整
備
債
の
増
加
な
ど
の
影
響

に
よ
り
１
０
４
億
円
増
加
し
た
一
方
で
、

臨
時
財
政
対
策
債
の
市
債
残
高
が
１
２

４
億
円
減
少
し
た
た
め
、
全
体
で
は
前

年
度
か
ら
20
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

※
臨
時
財
政
対
策
債
…
本
来
、
国
が
交

付
す
べ
き
地
方
交
付
税
の
不
足
分
を
補

う
た
め
に
発
行
す
る
市
債
で
あ
り
、
後

年
度
、
返
済
の
た
め
の
財
源
が
国
か
ら

手
当
て
さ
れ
ま
す

　市債は主に、道路や学校など長い期間にわたって利用される
施設などの建設費用に充てられます。市債を発行することで、
施設などを利用する将来の世代にも負担していただき、世代間
の公平性を確保します。
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図１　市債残高の推移
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市債残高の
総額

臨時財政対
策債

242242

単位：億円単位：億円
（　）内は令和５年度の金額（　）内は令和５年度の金額

その他その他
267267

（251）（251）

普通交付税の増加などに
より、前年度から64億
円増加

5,5025,502

2,2,896896

8,6178,617

219219

東
日
本
大
震
災
関
連
の
歳
出

　
震
災
関
連
の
歳
出
は
、
東
部
地
域
移

転
跡
地
の
利
活
用
推
進
な
ど
に
よ
り
、

55
億
円
と
な
り
ま
し
た
。
引
き
続
き
、

復
興
に
向
け
た
各
種
の
取
り
組
み
を
着

実
に
推
進
し
ま
す
。

政
構
造
の
弾
力
性
が
低
い
と
い
う
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　
令
和
６
年
度
決
算
に
基
づ
く
本
市
の

経
常
収
支
比
率
は
98
・
８
パ
ー
セ
ン
ト

と
引
き
続
き
高
い
水
準
に
あ
り
、
本
市

の
財
政
は
硬
直
化
し
て
い
る
状
況
に
あ

る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

5,6315,631

2,2,772772

8,5978,597

194194

地方交付税地方交付税
381（317）381（317）

定額減税補足給付
金や市庁舎整備基
金の造成積立金の
増加などにより、
前年度から84億
円増加

市民費市民費
233233（238（238））

鶴ケ谷第二市営住宅
再整備費の増加など
により、前年度から
60億円増加

経済費経済費
262（262（252252））

定額減税による減収補
ほ

塡
てん

特例交付金の増
加などにより、前年度から162億円増加

今
後
の
財
政
運
営

　
令
和
６
年
度
は
「
ひ
と
中
心
の
ま
ち

づ
く
り
」
を
世
界
に
通
用
す
る
ス
テ
ー

ジ
へ
と
押
し
上
げ
て
い
く
た
め
、
切
れ

目
の
な
い
子
育
て
支
援
や
個
性
に
応
じ

た
保
育
・
教
育
の
環
境
整
備
、
地
域
経

済
の
持
続
的
発
展
に
向
け
た
事
業
者
支

援
、
交
流
人
口
の
拡
大
に
向
け
た
観
光

資
源
の
充
実
、
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
推

進
な
ど
、
各
般
の
施
策
に
取
り
組
む
と

と
も
に
、
物
価
高
の
影
響
を
受
け
る
市

民
生
活
や
事
業
活
動
を
支
援
す
る
た
め

の
事
業
も
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

　
物
価
の
見
通
し
は
依
然
と
し
て
不
透

明
な
状
況
で
は
あ
る
も
の
の
、
市
税
収

入
な
ど
の
主
要
一
般
財
源
は
お
お
む
ね

堅
調
に
推
移
す
る
見
通
し
で
す
。
一
方
、

本
格
的
な
少
子
高
齢
社
会
の
到
来
な
ど

に
伴
う
社
会
保
障
関
係
費
や
公
共
施
設

の
長
寿
命
化
対
策
費
な
ど
の
増
加
も
見

込
ま
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
市
の
財

政
運
営
は
今
後
も
厳
し
い
局
面
が
続
く

見
通
し
で
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
に
お
い
て
も
、
本
市

の
未
来
に
向
け
た
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
を

展
開
し
て
い
く
た
め
に
は
、
地
域
経
済

の
活
性
化
や
成
長
促
進
に
よ
る
税
収
の

増
加
を
目
指
す
と
と
も
に
、
外
部
資
金

の
獲
得
、
事
務
事
業
の
見
直
し
や
効
率

化
の
徹
底
な
ど
、
歳
入
・
歳
出
両
面
に

お
け
る
あ
ら
ゆ
る
方
策
に
取
り
組
み
、

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
を
確
立
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
今
後
は
本
庁
舎
建
て
替
え
や

音
楽
ホ
ー
ル
・
中
心
部
震
災
メ
モ
リ
ア

ル
拠
点
複
合
施
設
整
備
な
ど
の
大
規
模

事
業
が
本
格
化
し
ま
す
が
、
事
業
費
の

圧
縮
や
年
度
間
の
平
準
化
、
国
か
ら
の

財
政
支
援
や
基
金
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、

投
資
的
経
費
に
係
る
本
市
の
財
政
負
担

は
平
準
化
さ
れ
、
実
質
公
債
費
比
率
も

国
の
基
準
を
十
分
下
回
る
水
準
と
な
る

見
込
み
で
す
。

　
こ
う
し
た
取
り
組
み
を
不
断
に
積
み

重
ね
て
い
く
こ
と
で
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
維
持
向
上
と
将
来
の
ま
ち
づ
く
り
へ

の
投
資
を
両
立
さ
せ
て
い
き
ま
す
。


